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1.はじめに 

 今日，交通基盤整備の便益評価には，空間的応用

一般均衡モデル(SCGE モデル)が用いられ，実務にお

いても定着しつつある．しかし，集積の経済を考慮

できているものは少ない．これは，産業集積による

生産の効率化や規模の経済を表現できていないこと

を意味する．そこで近年では，NEG 理論を用いた

SCGE モデルが構築され，一般均衡の枠組みで都市

への経済集積を説明することに成功している．しか

し，ほとんどの分析では産業が単一種類となってい

るために産業構造の変化をとらえることができない．

よって，産業連関表との整合化が不可能であり，既

存の SCGE モデルとの比較ができない． 

 そこで，本研究では，集積の経済を含んだ多産業

SCGE モデルの構築を行い，モデルを四国とその周

辺地域に適用し，交通施策実施による経済効果を示

す．そして，その結果を用いて，集積の経済を含ん

だ SCGE モデルの特性を明らかにする． 

 

2.Vertical Linkage を考慮した集積の経済を含む

SCGE モデル 

2.1 モデル概要と前提条件 

 本研究では，Venables(1996)
1)モデルを応用し，産

業連関表と整合的な枠組みとなるように再構築する． 

 我々は，離散的な K の都市が存在する都市経済シ

ステムを考える．この都市には，家計(労働者)と企

業の 2 種類の経済主体が存在している．各地域にお

いて労働者は，自らの効用を最大化するように行動

し，企業は利潤を最大化するよう行動する．企業は

第 1 次，第 2 次，第 3次産業の 3 分類とし，各財を

生産する企業に分かれている．各々の産業は独占競

争的であり，これらの企業は，収穫逓増の技術によ

り，労働・自産業や他産業で生産された財を生産要

素として差別化された財を生産する．生産された財

は，都市間輸送ネットワークにより任意の都市に供

給でき，その際の輸送費用は氷塊費用の形をとると

仮定する．また，各都市の労働者の数は変化しない

とする．モデルの構造を図１に示す． 

図 1 モデル構造（モノの流れ） 

 

2.2 労働者行動 

 地域  Ki ,,2,1  の労働者は，効用関数  a
ii cu を

域内での可処分所得の制約
iŵ の下で最大化するよ

うに，財 aの消費量 a
ic を決定する． 
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ここで， a は効用関数のシェアパラメータ 0＞a ，

k は交易財の種類(バラエティ)， )(),( kqkp a
ji

a
ji

は都市

jで生産され，都市 i で消費される財 aの種類 k の価

格，消費量， a
jn は都市 jで生産された財 aの種類(バ

ラエティ)数である． 

2.3 企業行動 

 都市 i・産業 aの企業は，消費者の需要関数  kqa
ij ，

他企業 l からの需要関数  lkz a
ij , を所与として，自ら

生産する財 aの価格  kp a
ij と労働・中間財の投入量

   klzkl ba

ji

a

i ,, を設定する．その利潤最大化行動は，

次のように定式化できる． 
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ここで， iw は労働者に支払う賃金である． 
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2.4 便益定義 

 本モデルの均衡状態は各市場での需給均衡条件に

より均衡状態を調べる．本稿では，等価変分を可処

分所得 jI で割った，REV(Relative EV)の指標を用いる．

その定義は， 
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である．ここで， aは施策あり， bは施策なしを表

す． 

 

3.交通施策による影響分析 

3.1 分析対象地域とデータ設定 

 分析対象地域は，四国，近畿，九州，中国地方に

ついて，都道府県単位で 22 府県とした．モデルを適

用するにあたり，基準均衡状態の経済データは次の

ように設定した．生産要素は地域別人口を与え，生

産額や産業間交易額は産業連関表よりデータを得た． 

 また，パラメータについてはキャリブレーション

により算出した．輸送費用に関するパラメータは，

Bröcker (1998)
2)と同様の方法で，都市間輸送に関す

るデータを利用して推定した．そこで，パラメータ

で表される都市間の輸送費用は，都市間移動時間で

表されると仮定する．都市間移動時間については「ナ

ビタイム」より自動車移動での最短時間を算出した．

代替弾力性パラメータ a は，多くの研究で指摘され

ているように，その適切な推定が困難である．本研

究では， a を一般的に妥当な値だと考えられている

5 に設定した．また，残りのパラメータは，産業連

関表を利用することで求める事ができる． 

 

3.2 交通施策実施による影響 

 想定する交通施策は，以下の施策を設定した． 

施策：各地域間の輸送コストを一定割合削減(高速道

路料金の割引を想定) 

 図 2に各ケースの REV の結果を示す．結果を見る

と全地域に便益の増加が示された．また各ケースで

の REV の移り変わりをみると，施策実施後(ケース

Ⅰ)から九州の一部の地域で REV が大きいことが確

認できる．その後，削減率を増加させてもそのまま

九州地域の REV が大きいとの結果が示された．これ

らの結果から地理的に不利な地域は交通施策による

影響を受けやすいことが明らかとなった． 

 産業別で生産額の変化を比べると，第 1 次産業は

他の産業よりも各地域の生産額の変化が大きいこと

がわかり，図 3をみると，様々な地域が近辺の地域

に影響を与えながら変化している様子が確認できる．

一つの地域でまとめて生産し各地域に輸送したほう

が，各地域でそれぞれ生産するよりも生産コストが

低いことが原因としてあげられる．この結果から産

業集積を表現できているといえる． 

 

図 2 各ケースの REV 

 

図 3 第１次産業の生産額（一部抜粋） 

 

4.まとめ 

 本研究では集積の経済を含んだ SCGEモデルの

構築を行った．そして構築したモデルを対象地域に

適応し，交通施策の影響を分析した．結果，地理的

に不利な地域は交通施策による影響を受けやすいこ

とが明らかとなった．またモデル内で，産業集積を

表現することができた． 

 

【参考文献】 

1) Venables,A.J. (1996) :Equilibrium locations of vertically linked 

industries, International Economic Review 37,341-359. 

2) Bröcker,J. (1998) :How would an EU-membership of 

theVisegrad-countries affect Europe’s economic geography? , 

The Annals of Regional Science,vol. 32, no.1, pp91-114 

ケースⅠ（削減率５％） ケースⅡ（削減率１０％）

ケースⅢ（削減率１５％） ケースⅣ（削減率２０％）

~0.0040

0.0041 ~ 0.0060

0.0061 ~ 0.0080

0.0081 ~ 0.0100

0.0101 ~ 0.0120

0.0121 ~ 0.0140

0.0141 ~ 0.0160

0.0161 ~ 0.0180

0.0181 ~ 0.0200

0.0201 ~ 0.0220

0.0221 ~

便益の増加割合(%)

0

10

20

30

40

50

60

0 5 10 15 20

生
産
額

(1
00
億
円

/年
)

輸送コストの削減率(%)

愛媛

鳥取

山口

福岡

佐賀

206




